
令和５年度Ｇマーク申請について

（申請事業所向け事前周知）

令和５年度以降のＧマーク申請については、取扱いの一部変更を検討してい

ます。

現時点の変更の概要は以下のとおりですので、申請準備に際してご留意くだ

さい。

なお、引き続き変更内容の検討を進めており、随時情報提供を行いますので、

お手数ですがこのページをご確認願います。

＜７月の公表内容から追加・変更した点＞
◇６回目更新を迎える事業所への変更点(連絡事項)を追加しました。

◇【「評価項目Ⅲ．安全性に対する取組の積極性」の各項目について】

○各項目の冒頭に、

・2022年度安全性評価事業における該当項目との変更点

・７月の公表内容からの変更点

を赤文字で記載しています。

○特に、以下の項目は内容が大きく変更となりましたので、ご注意願いま

す。

・１－(３)定期的な「運転記録証明書」の入手による事故・違反実態の

把握に基づく指導の実施

→Ｑ＆Ａを追加しました。

・２－(２)事業所内での安全に関するＱＣ活動の定期的な実施

→ＱＣ活動の具体例を掲載し、判断基準を変更しました(変更する方向

で検討中です。)。

・３－(２)効果の高い健康起因事故防止対策（脳検査・心電計・

ＳＡＳ）

→ＳＡＳ検査について、治療中の選任運転者を、ＳＡＳ検査の受診者と

見なすことを検討します。

・３－(３)車両の安全性を向上させる装置の装着

→判断基準を変更し、導入台数の要件を無くすとともに、２点加点の対

象となる装置、１点加点の対象となる装置を明確化する予定です。

また、後方視野確認支援装置(バックアイカメラ)を、１点加点の対象

となる装置に加えました。

・４－(１)健康起因事故防止対策に向けた取り組み（脳検査・心電計・
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ＳＡＳ以外）の実施

→判断基準に、「一過性の取組みではなく、継続的な取組み若しくは

定期的な取組みであるもの」を追加しました。

また、具体的内容欄に具体例を掲載しました。

［令和５年度Ｇマーク申請における主な変更内容］

１．評価項目関係

（１）評価項目Ⅰ 安全性に対する法令の遵守状況

（配点４０点・基準点数３２点）

ア）「小項目」の配点を一部変更します。

小 項 目 配点変更

運転日報の作成・保存 ３点 → １点

特定運転者に対する特別指導 １点 → ２点

健康診断の実施及び記録・保存 １点 → ３点
※運輸安全マネジメント ３点 → ２点

※運輸安全マネジメントについては、下記イ）もご覧ください。

イ）「運輸安全マネジメント」の評価を申請書類から巡回指導結果によ

る評価へ変更します。
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評価項目Ⅰは、地方貨物自動車運送適正化事業実施機関による巡回指導の結

果を、下表の配点に基づき計算し、点数化しています。

配点の変更箇所をご確認ください。

中項目 小項目（簡略表記） 配 点

改正 現行

１．事業計画等 （１）休憩・睡眠施設の保守・管理 １ １

２．帳票類の整備、報告等 （１）事故の記録・保存 １ １

（２）運転者台帳の作成・保存 １ １

（３）車両台帳の整備 １ １

３．運行管理等 （１）運行管理規程の作成 １ １

（２）運行管理者講習の受講 １ １

（３）必要な運転者数の確保 １ １

（４）改善基準告示の遵守等 ３ ３

（５）過積載の防止 ３ ３

（６）点呼の実施及び記録・保存 ３ ３

（７）運転日報の作成・保存 １ ３

（８）運行記録計の記録・保存・活用 １ １

（９）運行指示書の作成・指示・携行・保存 １ １

（10）乗務員に対する指導監督 ３ ３

（11）特定運転者に対する特別指導 ２ １

（12）特定運転者に対する適性診断 ２ ２

４．車両管理等 （１）整備管理規程の作成 １ １

（２）整備管理者研修の受講 １ １

（３）日常点検の実施及び記録・保存 １ １

（４）定期点検整備の実施及び記録・保存 ３ ３

５．労基法等 （１）就業規則の制定・届出 １ １

（２）３６協定の締結・届出 １ １

（３）労働時間、休日労働の違法性（運転時間を除く） １ １

（４）健康診断の実施及び記録・保存 ３ １

６．運輸安全マネジメント 巡回指導結果による評価 ２ －

申請書類による評価 － ３

小 計 ４０ ４０
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（２）評価項目Ⅲ 安全性に対する取組みの積極性

（配点２１点→２０点・基準点数１２点）

自認項目を４つのグループに分け、各グループごとに得意項目を選択で

きるよう変更します。

[現行(配点２１点)]

①事故防止マニュアルの活用 ⑦安全･省エネ運転の実施･指導

②事業所内の安全対策会議の実施 ⑧運転記録証明書に基づく指導

③社外関係者との安全対策会議の実施 ⑨ISO等の認証取得

④自社独自の運転者研修の実施 ⑩行政･トラ協等の表彰

⑤外部研修への運転者派遣 ⑪健康対策等の先進的取組

⑥対象者以外の適性診断の受診

[見直し後(配点２０点)]

現行④

１．運転者の指導教現行⑤ ４項目から最大

育 現行⑧ ３項目選択

現行⑦：自社内独自の省エネ運転認定制度を除

く

２．安全の会議・QC 現行②を分割：事業所内安全対策会議 ３項目から最大

活動 現行②を分割：安全に関するＱＣ活動 ２項目選択

現行③

現行⑥

３．法定基準以上の現行⑪を分割：特定の健康取組 ４項目から最大

取組 現行⑪を分割：特定の安全装置 ２項目選択

新 規：時間外労働時間短縮の取組

現行⑪を分割：上記３．現行⑪の「特定の健康

取組」以外の健康取組

現行⑨を分割：安マネ除く

現行⑨を分割：安マネのみ ６項目から最大

４．その他 現行⑩ ３項目選択
現行⑪を分割：ﾘｱﾙﾀｲﾑGPS運行管理ｼｽﾃﾑ

現行⑪を分割：社内独自表彰＋上記１．現行⑦

から除かれた「自社内独自の省

エネ運転認定制度」
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評価項目Ⅲは、下表の１．～４．の各グループより申請者が選択した項目につ

いて、判断基準を満たした場合に、下表の配点に基づき計算し点数化します。

※各グループから１項目以上の選択・得点が必要です。

令和５年度以降の評価項目と基準点数

１．運転者等の指導・教育（最大3項目・最低1項目選択：各3点計9点） 配点

（１）自社内独自の運転者研修等の実施（50％未満は1点） ３(1)

選択できる項目 （２）外部の研修機関・研修会への運転者等の派遣（選任運転者等以外は1点） ３(1)

最大３項目 （３）定期的な「運転記録証明書」の入手による事故・違反実績の把握に基づ 3

最低１項目 く指導の実施

（４）安全運行につながる省エネ運転を実施し、その結果に基づき、指導教育 3

を実施している

（１）～（４）から最低１項目、最大３項目を選択（最高９点） ※グループの基準点：１点

２．輸送の安全に関する会議・QC活動の実施（最大2項目・最低1項目選択：各 配点

2点計4点）

選択できる項目 （１）事業所内での安全対策会議の定期的な実施 2

最大２項目 （２）事業所内での安全に関するＱＣ活動の定期的な実施 2

最低１項目 （３）荷主企業、協力会社又は下請け会社との安全対策会議の定期的な実施 2

（１）～（３）から最低１項目、最大２項目を選択（最高４点）

３．法定基準を上回る対策の実施（最大2項目・最低1項目選択：各2点計4点） 配点

選択できる項目 （１）特定の運転者以外にも適性診断（一般診断）を計画的に受診させている 2

最大２項目 （２）効果の高い健康起因事故防止対策（脳検査・心電計・ＳＡＳ）の実施 2

最低１項目 （３）車両の安全性を向上させる装置の装着 ２(1)

（４）ドライバー時間外労働時間960時間以下の先取り 2

（１）～（４）から最低１項目、最大２項目を選択（最高４点） ※グループの基準点：１点

４．その他（最大3項目・最低1項目選択：各1点計3点） 配点

（１）健康起因事故防止に向けた取組（脳検査・心電計・ＳＡＳ以外） 1

（２）輸送に係る安全や環境に関する認証や認定の取得 1

（３）国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価の受審 1

選択できる項目 （上記（２）ISO等安全や環境に関する認証の取得から分離）

最大３項目 （４）過去3年以内の行政、外部機関、トラック協会による輸送の安全に関す 1

最低１項目 る表彰の実績

（５）リアルタイムＧＰＳ運行管理システムなどの先進的運行管理システムの 1

導入

（６）自社内独自の無事故運転者表彰制度の確立又は省エネ運転認定制度の活 1

用

（１）～（６）から最低１項目、最大３項目を選択（最高３点）
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２．申請方式関係

申請方式のうち、「Ｄ」方式を廃止します。

３．申請受付期間

６月下旬から７月中旬となるよう調整中です。

＜注＞ただし、申請基準日は令和５年７月１日(従来より変更なし)とする予

定です。

４．申請方法

申請書類の一部を電子申請とするよう調整中です。

４－２．申請方法（６回目更新を迎える事業所様へ）

令和５年度より、６回目更新を迎える事業所におかれましては、２０箇年

もの長きにわたり、安全運行の実績を積み上げられた「長期認定取得事業所」

となります。

つきましては、

①６回目の更新を申請される事業所においては、評価項目Ⅲ．安全性に対す

る取組の積極性 について、挙証書類の提出を原則不要とし、取組内容を

自認いただくなど、申請を簡素化する予定です。

②６回目の更新を申請し、認定を受けた事業所においては、積み上げられた

安全運行の実績に敬意を表し、通常の認定ステッカーではなく、ゴールド

ステッカー（以下にデザイン案を掲載）を使用いただけるよう検討してい

ます。

※ゴールドステッカーに有効期限の表示はなく、長年ご使用いただけます

が、認定の有効期間は４年間であり(【注】有効期間は変更しません。)、

認定の継続を希望される場合は、４年後に更新を申請いただく必要があ

ります。

ゴールドステッカー

デザイン・案

＜６回目更新を迎える事業所への上記以外のご連絡事項＞

○これまでどおり、「更新のご案内」ハガキを郵送します。
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○これまでどおり、評価項目Ⅱ「事故や違反の状況」については、更新を希

望される事業所すべてを対象として、新たに評価を行います。

○これまでどおり、前回、Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ方式(特例申請)を選択した事業所

は、申請方式Ａにて申請いただきます。

○これまでどおり、前回、Ａ方式を選択した事業所は、

・特例申請ＢまたはＣ方式を選択できます。

・前回の申請にて、評価項目Ⅰ「安全性に対する法令の遵守状況」の点数

が４０点満点であった場合、Ｅ方式を選択できます。

・上述のとおり、Ｄ方式は廃止します。

５．その他

申請案内は、令和５年４月中旬以降の公表を予定しています。

次ページ以降に、評価項目Ⅲ「安全性に対する取組の積極性」

４グループ１７項目の見直し(案)を掲載します。
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◆

◆

◆

◆

①

②

a.

○ 実施記録簿等、指導結果に関する資料のコピーを提出
※ 波状運転等がある場合は省エネに関する具体的な指導内容（コメント）、指導年月日

（年の記載もれに注意）、指導者名の記載が無いものは加点の対象としません。

b. デジタルタコグラフの出力結果を用いた指導教育の実施状況
○ デジタルタコグラフの出力結果の写し（コピー）を提出
※ 省エネに関する具体的な指導内容（コメント）、指導年月日、指導者名の記載が無いも

のは加点の対象としません。（記載漏れが多いので注意して下さい。）

c. 燃費の統計を用いた指導教育の実施状況
○ 燃費の統計資料のコピーを提出（車両と運転者が紐付いていること、各運転者の燃費統

計がわかる資料を添付して下さい）

d. その他省エネ運転に係る個別の指導教育の実施状況

○ 実施記録簿等、指導結果に関する資料の写し（コピー）を提出
※ 省エネに関する具体的な指導内容（コメント）、指導年月日、指導者名の記載が無いも

のは加点の対象としません。（記載漏れが多いので注意して下さい。）

<資料添付時の注意事項>
１．

2．
3．

４．

５．

◆

○

○

○

○

○

●

●

判
断
方
針

１－(４)安全運行につながる省エネ運転を実施し、その結果に基づき、個別の指導教育を実施している（３点）
※2022年度安全性評価事業における自認項目７．と異なり、「自社内独自の省エネ運転認定制度の活用」を
　 対象から除く予定です。（省エネ運転認定制度の活用は、グループ４．４－(６)にて対象とする予定です。）
※(７月公表時からの主な変更点)
　・添付資料欄の各資料(ａ．～ｄ．)について、加点対象となる要件を記載しました。

急発進・急加速・急停⽌等の防止、あるいは定速運転励行など経費節減と事故防止を主眼とした省エネ運
転の実践状況及びその結果に基づく運転者個別の指導教育の実施状況の有無を評価します。

過去１年間(２０２２年７月２日 ～ ２０２３年７月１日）において、選任運転者数の半数以上を対象に実施し
たことが確認できれば加点の対照とします。

事業用の車両であることを確認するため、車両ナンバーの記載が必要です。

アナログタコグラフのチャート紙を用いた指導教育の実施状況

選任運転者に該当する氏名にはカラーのマーカー等により判別可能な印（しるし）を付して下
さい。

実施日・運転日が2023年7月2日以降のものについては、加点の対象としません。

デジタルタコグラフの装着により、日々運転管理を行い、運転者個別の指導教育の実施状況の有無を評
価します。

自認項目に係るチェックリスト（積極性書式　１－（４））に資料番号（1－(４))のインデックスを
付けて下さい。（他の資料番号は不要です。）

次の①、②を必ず提出して下さい。

下記の項目例に関する省エネ運転の実践状況、及びその結果に基づく日々の運転者に対する個別の指
導教育結果を重点に評価を行います。

省エネ運転や環境への取組に対する第三者機関による認定や認証（例　グリーン経営認証、ＩＳＯ14001
等） → 自認項目４－（２）で評価します。

添
付
資
料

具
体
的
内
容

除
外
事
項

自認事項に係るチェックリスト（積極性書式　１－（４））

次のa.～ｄ.の取組状況に合わせたいずれかの資料

急発進・急加速、空ぶかし、定速運転等の状況

高速走行における車速の抑止

タコグラフによる省エネ関連項目にかかる指導

デジタルタコグラフの導入による燃費や省エネに係る指導

燃費の統計

省エネ運転の実施状況は、日々の運転によるものとし、研修会等の研修結果は評価の対象としません。
また、日々の軽自動車の運転者に対する個別の指導教育は評価の対象としません。

書類は全てA4サイズに統一して下さい。
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グループ２．輸送の安全に関する会議・ＱＣ活動の実施（最大２項目・最低１項目選択）

◆

◆

◆

➀

➁

◆

①

②
※

※

③

<資料添付時の注意事項>
１．

２．

３．
４．

５．

６．

◆

※

○

○

○

具
体
的
内
容

【具　体　例】
月例の車両に係る交通事故防止会議

安全衛生委員会（車両の交通事故防止の内容が含まれるものに限る）

当該事業所が主催の会議であれば、協力会社や関係先が同席しても加点の対象とします。

主催が当該事業所であることを必ず明示すること。

交通事故防止等輸送の安全確保に関する会議、活動

過去3年間(2020年7月2日～2023年7月1日）において、毎年1回実施

判
断
方
針

判
断
基
準

２－(１)事業所内で安全対策会議を定期的に実施している（２点）
※2022年度安全性評価事業における自認項目２．のうち、「安全対策会議」のみを対象とする予定です。（安
 　全に関するQC活動は、次のグループ２．２－（２）にて対象とする予定です。）
※(７月公表時からの主な変更点)
　・添付資料欄に、提出いただく議事録の要件を記載しました。

事業所内において、選任運転者等を対象に交通事故防止や危険予知など輸送の安全に関する安全対策
会議の定期的な取り組みを判断します。

研修に当たるものを除き、輸送の安全に関する事項を取り上げた会議を評価します。

➀か➁のいずれかを満たした状況が確認できれば加点の対象とします。

過去1年間(2022年7月2日～2023年7月1日）において、2回以上実施

添
付
資
料 資料には必ず出席者（参加者）を明記して下さい。なお、当該事業所の出席者（参加者）を、カラー

のマーカー等により判別可能な印（しるし）を付して下さい。

車両の交通事故防止に関する内容にマーカーを付して下さい。

議事次第等、会議の具体的内容がわからないものは、加点の対象としません。

他の自認項目と同じ資料が添付されている場合は、いずれかの項目にのみ加点の対象とします。

添付資料には、実施した年月日、開催場所、出席者名簿等（参加・出席者がわかるもの）、会議
の内容（交通事故防止に関する内容を含むこと）を、必ず明記して下さい。

次の①～③を必ず提出して下さい。

議事録には、話し合ったことがわかる内容を記載して下さい。（指導、教育、研修との差別化を
図って下さい。）

自認事項に係るチェックリスト（積極性書式　２－（１））

議事録の写し（コピー）

会議資料のコピー（交通事故防止に関する具体的な内容のある資料を添付して下さい。）

書類は全てA4サイズに統一して下さい。

自認項目に係るチェックリスト（積極性書式　２－（１））に資料番号（２－(１))のインデックスを付け
て下さい。（他の資料番号は不要です。）
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●
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※

本社・支社・支店等上部組織の会議や会合、事業所の代表者が集まった代表者会議等
除
外
事
項

QC活動→ 自認項目２－（２）で評価します。

QC活動とは、小規模のグループ活動により、問題点について原因の究明改善策の検討、実行の成果等
を実証することにより、問題の解決を図ることを目的とした活動を指します。

次のものは加点の対象としません。

他営業所や本社など、自店（営業所）以外における会議への出席

国土交通省告示第1366号（指導監督指針）に基づく乗務員教育等、乗務員・運転者に対する指導教育
研修や指導教育の内容とみなされるもの。

品質向上や構内作業、商品、荷物、荷扱、積荷、荷卸作業、納品、納期の内容等、交通事故防止に直接関
わりのない会議の内容。
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判
断
方
針

◆事業所内において、選任運転者等が中心となる交通事故防止に関するＱＣ活動や小グループによるの安全活動
   の取り組みについて判断します。
◆取り組みが、「テーマの策定」から「結果のとりまとめ」まで、一巡として行われているかについて判断します。

◆過去3年間(2020年7月2日～2023年7月1日）に実施されたQC活動等、小グループによる安全活動が、
 　「テーマの策定」から「結果のとりまとめ」まで、一巡しているかを評価します。

２－(２)事業所内での安全に関するＱＣ活動の定期的な実施＜２点＞
※2022年度安全性評価事業における自認項目２．のうち、「安全に関するＱＣ活動」を対象とする予定です。（安
　 全対策会議は、上記のグループ２．２－(１)にて対象とする予定です。）
※(７月公表時からの主な変更点)
　・判断基準欄にあるとおり、判断基準を変更しました(変更する方向で検討中です)。
　・ＱＣ活動の具体例を掲載しました。

ＱＣ活動(Quality Controlの略。品質管理）とは、
　小規模のグループ活動により、問題点について原因の究明、改善策の検討、実効の成果等を実証することにより、問題の解
　決を図ることを目的とした活動を指します。

添
付
資
料

◆次の①～③を必ず提出してください。
　① 自認事項に係るチェックリスト（積極性書式 ２－（２））
　② ＱＣ活動等、小グループでの安全活動が一巡していることが分かる議事録等の写し（コピー）
　　 ※添付資料には、実施した年月日、開催場所、出席者名簿等（参加・出席者がわかるもの）、会議の
　　　　内容（交通事故防止に関する内容を含むこと）を、必ず明記して下さい。
  ③ ＱＣ活動等、小グループでの安全活動の取り組みが分かる資料の写し（コピー）
＜資料添付時の注意事項＞
　　 １．資料には必ず出席者（参加者）を明記して下さい。なお、当該事業所の出席者名を、カラーのマーカー等に
　　　  より判別可能な印（しるし）を付して下さい。
　　 ２．車両の交通事故防止に関する内容にマーカーを付して下さい。
　　 ３．ＱＣ活動等の具体的内容が分からないものは、加点の対象としません。
　　 ４．他の自認項目と同じ資料が添付されている場合は、いずれかの項目にのみ加点の対象とします。
　 　５．自認項目に係るチェックリスト（積極性書式　２－（２））に資料番号（２－(２))のインデックスを付けて下さ
　　　  い。（他の資料番号は不要です。）
      ６．書類は全てＡ４サイズに統一して下さい。

具
体
的
内
容

◆ 当該事業所が主催の ＱＣ活動等、小グループでの安全活動であれば、協力会社や関係先の人がメンバーに
　　なっていても加点の対象とします。
◆ QC活動等、小グループでの安全活動について「テーマの策定」から「現状把握」、「改善方法」、「結果のとりまと
　　め」までが一巡していることがわかる資料の添付により評価します。
【具体例】
　○「グループのメンバー」、「テーマの策定」、「現状の把握」、「改善方法」、「改善に向けた目標の設定」、「活動計
　　　画策定」、「活動の実施報告」、「活動の効果」、「問題点・課題」、「まとめ」等について記載された議事録等資料
　　　を提出して下さい。
　
(参考(とりまとめの一例）)
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除
外
事
項

● 他営業所や本社など、自店（営業所）以外が主催するQC活動等、小グループによる安全活動への参加。
● 構内作業、商品、荷物、荷扱、積荷、荷卸作業、納品、納期の内容等、交通事故防止に直接
　　関わりのないＱＣ活動等、小グループによる安全活動の内容。
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◆

◆

➀

➁

◆

①

②

※

※

※

③

１．

２．

３．

４．

５．

６．

◆

◆

○

会議の具体的内容が判別できないものは、加点の対象としません。（議事録、議事次第、資料等を
必ず添付して下さい。）

会議資料の写し（コピー）（交通事故防止に関する具体的な内容のある資料を添付して下さい。）

車両の交通事故防止に係る輸送の安全に関する内容にマーカーを付して下さい。

添
付
資
料

具
体
的
内
容

判
断
基
準

相手先の主催による会議であっても、加点の対象とします。

相手先の名称については、公表できない場合には、“A社” 等仮称をつけることも認めます。
ただし、相手先が自社以外であることが判別できるように明記して下さい。

【具　体　例】

自認項目に係るチェックリスト（積極性書式　２－（３））に資料番号（２－(３))のインデックスを付け
て下さい。（他の資料番号は不要です。）

車両の交通事故防止に係る輸送の安全に関する共通の話題を取り上げた会議（荷扱、荷卸作業、
積み付け、積込、構内作業、商品、荷物、積荷、納品、納期の内容、ISO等品質に関するものを除
く。）

次の①～③を必ず提出して下さい。

添付資料には、実施した年月日、開催場所、出席者名簿等（参加・出席者がわかるもの）、会議
内容（交通事故防止に関する内容を含むこと）を、必ず明記して下さい。

資料には必ず出席者（参加者）を明記して下さい。なお、当該事業所の①出席者名、及び②相手
先名を、それぞれカラーのマーカー等により判別可能な印（しるし）を付して下さい。

自店（営業所）担当者の出席が役職員名簿により確認できない資料は、加点の対象としません。

自認事項に係るチェックリスト（積極性書式　２－（３））

議事録の写し（コピー）

自社作成であるか、相手先作成であるかは問いません。

<資料添付時の注意事項>

書類は全てA4サイズに統一して下さい。

議事録には、話し合ったことがわかる内容を記載して下さい。（指導、教育、研修との差別化を
図って下さい。）

２－(３)荷主企業、協力会社又は下請け会社との安全対策会議を定期的に実施している（２点）
※判断基準や判断資料は、2022年度安全性評価事業における自認項目３．とほぼ同様とする予定です。
※(７月公表時からの主な変更点)
　・添付資料欄に、提出いただく議事録の要件を記載しました。

安全運行確保等、交通事故防止に係る輸送の安全に関する自店（営業所）以外の会社（荷主企業、協力
会社、下請会社）との安全対策会議の実施状況を判断します。

➀か➁のいずれかを満たした状況が確認できれば加点の対象とします。

同じ相手先と過去1年間(２０２２年７月２日 ～ ２０２３年７月１日）において、2回以上実施

同じ相手先と過去3年間(２０２０年７月２日 ～ ２０２３年７月１日）において、毎年1回実施
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除
外
事
項

次のものは加点の対象としません。

品質向上や構内作業、商品、荷物、荷扱、積荷、荷卸作業、納品、納期の内容等、交通事故防止に直接関
わりのない会議の内容。

構内に限定される交通事故防止の内容（構内の速度厳守など）は、加点の対象としません。

相手先が、貨物軽自動車運送事業者や配達業務を委託する個人の場合は加点の対象としません。
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３－(２)効果の高い健康起因事故防止対策（脳検査・心電計・ＳＡＳ）の実施（２点）
※2022年度安全性評価事業における自認項目１１．のうち、運転者の健康状態や疲労状態の把握に効果が高い
   取組で２点付与の対象であった、 ① 脳検査の受診、② 携帯型心電計の活用状況、③SAS検査の受診のみを
   対象とする予定です。
※(７月公表時からの主な変更点)
　 ・基準日時点で既にSASの治療中である選任運転者がいる場合、当該選任運転者が治療を受けている
　 ことを証明する書類の提出を以て、SAS検査の受診者と見なす予定です。

◆効果の高い健康起因事故防止対策（脳検査・心電計・ＳＡＳ）の取り組みについて評価します。

判
断
基
準

◆ ①～③のいずれかを満たした状況が確認できれば加点の対象とします。
　※過去 1 年間は 2022 年 7 月 2 日～ 2023 年 7 月 1 日、過去 5 年間は 2018 年 7 月 2 日～2023
　　 年 7 月 1 日
　① 脳検査の受診について、過去 1 年間で選任運転者数の 1 割以上かつ 2名以上
　② 携帯型心電計の測定について、過去 1 年間で選任運転者数の 2 割以上の活用状況
　③ SAS 検査の受診について、過去 1 年間で選任運転者数の 2 割以上または過去 5 年間で選任運転者数
      分
　　※③のSASに関し、基準日時点で既にSASの治療中である選任運転者がいる場合、当該選任運転者が治療
　　　 を受けていることを証明する書類の提出を以て、SAS検査の受診者と見なします。

添
付
資
料

◆ 次の①、②を必ず提出して下さい。
　 ① 自認事項に係るチェックリスト（積極性書式　３−（２））
　 ② 具体的な取組状況が判別可能な(具体的内容欄に記載の)資料
＜資料添付時の注意事項＞
　　１．自認項目に係るチェックリスト（積極性書式　３－（２））に資料番号（３－(２))のインデックスを付けて下さ
　　　 い。（他の資料番号は不要です。）
　　２．資料は全てＡ４サイズに統一して下さい。

具
体
的
内
容

①　脳検査受診の場合は検査・医療機関発行の検査結果（一覧等）や領収書の写し（コピー）
　※脳検査とは、脳ドック、脳ＭＲＩ健診、脳ＣＴスキャンを指します。
②　携帯型心電計の場合は「機器の写真」と直近の機器管理によるドライバーの測定状況がわかる資料
③　SAS検査受診の場合は、検査・医療機関発行の検査結果（一覧表等）や領収書の写し（コピー）
　※終夜睡眠ポリグラフ検査も対象とします。
④　SASに関し、SASの治療を受けていることを証明する書類
　(例）・SASの治療をしていることがわかる医療機関の領収書 の写し（コピー）
　　　 ・CPAP(シーパップ）等機器をレンタルしていることがわかる契約書・領収証の写し（コピー）等

● 具体的な取り組み内容が書類で確認できないもの。
● 脳梗塞リスクマーカーなど、上記以外の検査については、評価項目4-(1)で評価します。
● 実施日が2023年7月2日以降のものについては、加点の対象としません。
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⽉ ⽇
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＜厚労省の定める様式第９号＞

＜厚労省の定める様式第９号の４＞
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＜様式第９号の４にて「１年の法定労働時間を超える時間数」を記載しない場合、提出の必要な協定書＞
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